
様式１（主な取組）

【 098-866-2026 】担当部課 【連絡先】 企画部企画調整課 関連URL ―

　県民、企業、団体等が参画する「おきなわSDGsプ
ラットフォーム」を活用した多様な連携と参画の促
進

市町村,企業・団体,県
民等

SDGs達成及び地域課題解決に向けた多様な主体の参画

「おきなわSDGsプラットフォーム」会員数（累計）

100会員（500会員） 100会員（600会員） 100会員（700会員）

１　取組の概要（Plan）

主な取組（アクティビティ）
実施
主体

年度別計画

活動指標（アウトプット）

R4 R5 R6

主な取組
「おきなわSDGsプラットフォーム」の創設による多
様な連携と協働の促進

対応する成果指標 NPOと県との協働事業数

施策の方向
・県と企業・NPO等の間で、様々な分野において包括的連携協定の締結を促進し、地域の更なる活性化と県民サービスの向上に取り組むととも
に、SDGsの達成や地域課題の解決に資する多様な連携と協働の取組を促進するため、多様な主体が参画し、様々な取組につなげていく枠組みの構
築を図ります。

「主な取組」検証票

施策展開 2-(6)-イ 地域コミュニティの活動支援

施 策 ②地域の活力を高める多様な連携と協働の取組の推進

施策の小項目名
○SDGsの達成や地域課題の解決に向けて多様な主体が参画する
枠組みの構築



様式１（主な取組）

（1）取組の進捗状況 （単位：千円）

活動概要

 (２)これまでの改善案の反映状況

順調

進捗状況の判定根拠、要因及び取組の効果

　プラットフォームでの情報発信の強化や普及啓発、交流会、セミナーの実施などを通じ新規会員の獲得に努め、令和７年３月２日時点での会員数は238会員増の1,748会員と
なった。

令和6年度の取組改善案 反映状況

○連携の強化に向け交流イベントの回数を増加させるほか、「おきなわSDGsプラッ
トフォーム」のネットワークを活用し、具体的な取り組みを創出するプロジェクト
チームの募集等に取り組む。 
○企業会員の増加に向け、経済団体等の会報等を活用した広報を強化するととも
に、プラットフォーム会員の取組事例に関する情報発信を強化し会員の増加に取り
組む。

プラットフォームの活性化に向け、令和６年度はセミナー、交流会を各３回開催したほ
か、３団体からプロジェクトチームの申請があった。 
　情報発信の強化に向けては、経済団体の広報誌への掲載、レポートの作成やラジオでの
取組事例の紹介等を実施したところ、238会員の増加に繋がった。

R5年度 実績値(A) 目標値(B)
達成割合

A/B
　普及啓発イベント「みんなでSDGs！」や各種セ
ミナー、交流会の開催、広報等によりプラット
フォームの認知度向上や会員増に取り組んだ。763会員（1,163会員） 347会員(1,510会員） 238会員（1,748会員） 100会員（700会員） 100.0%

令和6年度活動内容 令和7年度活動計画

　プラットフォームや登録・認証制度等を活用し、取組の見え
る化を図り、企業・団体等の情報共有や多様な主体の参画と連
携を通じた取組の創出を促す。

　プラットフォームや登録・認証制度を活用し、多様な主体の
参画と連携促進に引き続き取り組むとともに、SDGsの推進に向
けた普及啓発を行う。

活動指標名
「おきなわSDGsプラットフォー
ム」会員数（累計）

R6年度
進捗状況

実績値

R4年度

実施方法 当初予算額

内閣府計上 委託 42,390 54,916 内閣府計上 委託 52,116

主な財源 実施方法
R5年度 R6年度 R7年度

決算額 決算見込額 主な財源

２　取組の状況（Do）

予算事業名 SDGs推進事業 予算事業名 SDGs推進事業
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４　取組の改善案（Action）

⑦ その他(改善余地
の検証等)

　SDGsの推進に向けては、多くの人がSDGsの活動に参画し、
それぞれの立場から多様な取組を行うとともに、多様な主体
が連携して新たな取組を行っていく必要がある。

⑤ 情報発信等の強
化・改善

　参加型の普及啓発イベント「みんなでSDGs！」を拡充して
実施するほか、会員の取組を県民が集まるショッピングセン
ターで開催するなど情報発信を推進する。

３　取組の検証（Check）

類型 内容 類型 内容

⑦ その他(改善余地
の検証等)

　SDGsの推進に向けては、多くの人がSDGsの活動に参画し、
それぞれの立場から多様な取組を行うとともに、多様な主体
が連携して新たな取組を行っていく必要がある。 ② 連携の強化・改善

　新たな取組の創出に向け、プロジェクトチームの立ち上げ
を支援し、具体的な取組につなげるとともに、交流会等の実
施を通じ、会員の連携を促進する。


